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人口減少社会における自動化技術と
仕事との関係
―AI利用事例調査より

現代日本の高齢化による労働力不足は深刻であり，AI などの自動化技術への期待が非常
に大きい。これまで，自動化技術は単純労働の代替による解雇が発生し，また，人々の働
きがいを奪うという雇用・労働の問題が議論されてきた。他方で高齢化問題は，後継者不
足の業種では，知識や技能の消失につながり，AI へのデータ蓄積を急ぐ組織も多い。政
府も労働力不足問題に対し，AI を含む自動化技術の導入を推奨し，補助金制度を用意し
ている。中小企業において事業を継続する上で労働力の代替を低コストで導入できる新た
なツールに対する期待は大きい。本稿では OECD 関連組織の Global Partnership on AI の
Future of Work 日本チームとして行っている AI の開発・利用企業への 3 年間の調査デー
タを抜粋し，AI 利用目的の「労働力不足」，経済的「効率化」，「制度的同型化」のうち，
高齢化による人口減と最も関連する「労働力不足」による利用例を中心にその利便性と問
題点を示す（効率化，制度的同型化の利用例についても若干，触れる）。議論と結論では，
自動化技術の導入により，労働力不足の産業において疲弊している人々や技術や知識の喪
失，埋没の改善が見られたこと，そして，仕事に影響を受けるのは単純労働者だけでな
く，専門職，準専門職にも影響を受ける職業があり，それは女性職に顕著に現れているこ
と，そして二極化はスキルの高低だけでなく，従業上の地位の間で起こりうることと，今
後，「半熟練ホワイトカラー職」が求められる可能性について述べている。そして，社会
倫理，労働者の働きがい，働き方の変化などに関する調査や議論の不足を指摘している。
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Ⅰ　は じ め に

　現代日本は少子高齢化による労働力不足が深刻
であり，若い世代の労働力人口が減少し続けてい
る。労働力の高齢化現象は産業による違いがあ
り，就業者数，就業者の年齢構造にも顕著に現れ
ている（総務省 2023）。高齢者の増加に対して福

祉関連の就業者数は追いついておらず，それに対
する解決策として科学技術に大きな期待が寄せら
れている（リクルートワークス研究所 2023）。労働
人口が減少している日本では，後継者不足の業種
において次世代への技術継承，技術蓄積の補助
ツールとして Internet of Things（モノとインター
ネットの接合技術，以後，IoT と呼ぶ）や Artificial 
Intelligence（人工知能，以後，AI と呼ぶ），そし
てプログラムやその他の自動化技術の試行が行わ
れている（総務省 2022b；GPAI･FoW 日本チーム 
2022, 2023, 2024）。他方で自動化技術によって，こ
れまで人間が行ってきた仕事の置き換えによる経
済的合理性の追求は，人々から職を奪うという議
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論（Frey and Osborne 2017）や AI の間違いを人
間が気づけない場合に起こる事故（OECD 2021）
などの議論があり，人々は AI などの自動化技術
の普及に大きな期待と不安を抱いている。そして
日本では政府が中小企業や地方自治体への AI 推
進政策に注力している（総務省 2019；経済産業省 
2024）。
　本稿では近年注目を浴びている AI と就業の関
係についてマクロデータでの分析が多い中，現場
の担当者へのインタビュー調査からのミクロレベ
ルでの検討を行う。以下では AI の社会実装によ
る職場での現象を 2021 年から行っている調査か
ら，本稿のテーマに関わる事例を用い，労働力不
足の職場にどのような現象が起こっているのか，
そこにはどのような効果や問題が存在するのかを
検討する。Ⅱでは高齢化による労働力不足の産業
構造や問題を整理し，Ⅲでは主に高齢化による労
働力不足における AI などの自動化技術によって
補完されている事例をもとに職場での現象を分析
する。また高齢化の影響以外の経済的効率化目的
や社会的同型化で利用されている AI 等に関わる
非正規雇用者，女性職，専門職の働き方にも触
れ，労働への影響を示す。Ⅳでは事例を踏まえた
議論と結論を述べる。

Ⅱ　自動化技術による労働の代替

１　高齢化による労働の問題

　日本の 65 歳以上の労働力率は 1980 年の 4.9％
から 2021 年の 13.4％まで上昇し続けている（内
閣府 2024）。高齢労働者の従事する産業は偏って
おり，農業・林業の 65 歳以上の就業者は 50.5％，
漁業は 38.6％と他の業種に比べて非常に多い。ま
た，鉱業・建設業もそれぞれ 17.4％と高齢化率が
高い傾向にある（総務省 2022a）。そしてこれらの
産業は就業人口も減少しており，特に農業・林業
の就業者数の減少が続き，2007 年から 2022 年の
15 年間にさらに 3.8％から 2.6％に減少している

（総務省 2023）。そして，世界で最も高齢化が進む
日本において，医療・福祉関連の就業者は増加し
ているものの，サービスの提供者に比べて被介護

者数が多く，就業者は過重労働になりがちであ
る。そのような福祉業において就業者の定着が難
しく，恒常的な労働力不足が問題化している（松
田 2022）。このような職場では，労働力不足を解
消する技術に対する期待が大きく，過重労働の軽
減を期待して DX 化，自動化技術，AI の開発が
進んでいる。しかし，労働力不足でこれらの技術
革新が期待される中，情報通信産業従事者は
2007 年の 3.1％から 2022 年の 4.4％とわずかに増
加するに留まり，労働力は大幅に不足したままで
ある。リーマンショック時の日本には労働力の余
剰があり，失業問題が起こったが，それから 15 
年経った現在， コロナ禍であっても失業者が少な
いという状況であった（藤本 2021, 2023a）。日本
は国際的に見ても若年層の失業率も低く，各業種
が労働者を求めていることが失業率，求人倍率か
らうかがえる。2021 年の失業率は 2.8％と非常に
低く，有効求人倍率も 1.13 倍，2024 年 2 月では
失業率は 2.6％，求人倍率は 1.26 倍である（労働
政策研究・研修機構 2024）。
　労働力の高齢化の影響は，後継者不足による知
識・技術の消失問題にも現れている。それは現代
に急に起こり始めた問題ではなく，職人の高齢化
が進む産業では，数十年前から議論が行われてい
ることである。たとえば，伝統産業では，1970
年代の機関紙にも職人の高齢化と後継者不足への
対応策などが書かれている（京都染織試験場 
1975）。それは現代にも継続している問題であり，
コロナ禍で廃業する工房や零細企業についても後
継者の問題が語られている（藤本 2023a）。日本の
場合，特に中小企業における労働力不足は深刻で
あり，たとえば，女性の場合，正規雇用で従業員
を募集しても応募してくれる人が少なく，時間を
自由に設定できる非正規雇用であれば応募してく
れる人がいるという状態であったり，また，中小
企業では正規雇用だけでなく，非正規雇用の従業
員の経験や技能も非常に重要な戦力であるため，
コロナ禍でも非正規雇用者も含めて解雇していな
い企業が多い。しかしながら，経営者が継続就業
を望んでも従業員が育児中の急な遅刻，早退，欠
勤などからクライアントとの信頼関係を築きにく
いという理由で，社内で受け入れられていても退



日本労働研究雑誌72

職する例もあり，常に従業員数減少の危機にさら
されている（藤本 2021, 2023a）。そして，就業者
の高齢化の影響による後継者不足は伝統産業だけ
でなく，多くの産業で起こっている。たとえばタ
ケノコ生産の重労働，農家の高齢化 ・後継者不
足等（中島 2001），産業医における後継者不足

（大久保 1990），鍛冶技術の職人の高齢化や後継者
不足（土屋・青木・植田 2023），旅館業における高
齢化と後継者不足（和田・小原 2022）など多くの
産業で現就業者の高齢化と後継者不足問題が起
こっている。そして，それは先端技術を用いてい
る建設業などにおいても，大学院卒の技術者がい
ても，熟練工のもつカンとコツが現場において非
常に重要な役割を果たしていることも少なくな
い。そのため，高齢化した熟練の知識や技能をデ
ジタル化，AI 化して消失しないように情報の蓄
積を急いでいる企業がある（藤本 2023b）。

２　労働の自動化技術への期待と問題

　労働の自動化技術への期待と問題は，労働力不
足の産業において事業を継続する上で強く求めら
れている。たとえば，労働集約的である介護の対
応策として介護のデジタル化や農業における IoT
や AI の導入などである（藤本ほか 2021；藤本 
2023b）。政府は企業や自治体への AI 導入につい
て補助金制度を用意して導入促進を行っており，
2024 年度，さらに多くの組織の導入が予想され
る。たとえば，経済産業省は「中小企業の AI 活
用促進について」や「AI 導入ガイドブック」な
ど，導入企業の成功例と AI 導入により軽減され
る多くの作業についての解説，導入のための相談
窓口などを広く周知している（経済産業省 2024）。
厚生労働省は「働き方改革推進支援補助金」で
AI を業務改善に用いる組織に補助金を出している

（厚生労働省 2024）。これらは AI の普及政策であ
り，制度的同型化はここから促される。DiMaggio 
and Powell（1983）は多様なアクターによる組織
フィールドにおいて組織間で制度の普及による

「同型化（isomorphism）」現象を（1）強制的同型
性，（2）模倣的同型性，（3）規範的同型性という
3 つのパターンで示している。AI の普及に関し
ては，強制ではないが政府推奨ということで緩い

強制的同型化と，他組織が行っているということ
でバンドワゴン的な模倣的同型化が起こっている
といえよう。
　また技術革新によって，多くの労働力の代替例
が歴史的に観察されている。技術革新は産業革命
以降，加速的に波及効果を生み出し，経済的効率
性を高め，それに伴い，単純労働の代替が起こ
り，職業構造に大きな変化をもたらしてきた。現
代の技術革新でも仕事の代替，失業，労働市場か
ら求められなくなる職業などに関する研究は枚挙
にいとまがない（Jaimovich and Siu 2012；Brynjolfsson 
and McAfee 2014；Frey and Osborne 2017；Goos et 
al 2019）。自由市場ではデジタル技術，ソフト
ウェア，ロボットなどの資本が安価に複製され，
デジタル資本のニーズがさらに高まると予測され
ている（Mitchell 2019=2021）。さまざまな新しい
技術を扱うエンジニア，サイエンティストなどへ
の職業ニーズは高まる一方であり，若い世代への
雇用創出，あるいは起業を促す。Piketty は，ロ
ボット，コンピュータ，ソフトウェアなどの技術
は資本の一形態であると述べ，社会が効率化，高
速化を求め，技術革新により労働者の仕事が代替
されるようになり，資本による社会格差が深化す
ると警鐘を鳴らしている（Piketty 2014=2014）。
さらに自動化技術は労働者が働きがいを失うこと
にもつながる可能性があり，労働搾取の議論

（Blauner 1964=1971；松島 1962；中岡 1974）や新
たな職務の発生による半熟練への期待が創出され
るという議論もある（小川 2012）。そして，新た
な技術が導入されることによる高レベルな技術者
と単純労働を行う労働者の二極化に対する懸念は
尽きない（小川 2012）。
　他方で Georgieff and Hyee（2021）は，O*NET
の情報を用いて AI に代替される専門的職業につ
いて分析しており，AI・自動化技術による仕事
の代替が雇用に影響するのは単純労働者だけでな
く，専門職にも及ぶことを議論している。また岩
月（2024）は，A. Milanez（2023）による職場へ
の AI の導入に関する調査研究と日本の調査を比
較し，Milanez の調査で見られた効率化による労
働強度の増大の懸念は日本にはあまり当てはまら
ないと述べている。
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Ⅲ　職場での AI 利用事例

１　職場でのAI 利用調査

　職場への AI の導入に関する調査は，2021 年度
から Global Partnership on AI（以後，GPAI と呼
ぶ）という機関の Future of Work（以後，FoW と
呼ぶ）（GPAI・Future of Work 2021）の日本チー
ムが実施しており，筆者は初年度からメンバーと
して実査を行っている。GPAI・FoW 日本チーム
が 3 年間実施した 83 組織のうち，筆者のチーム
は 3 年間で，40 組織の調査を担当している。業
種は農・林・水産漁業（魚養殖等），建築業，製
造業（畜産・食品加工業，酒造業，印刷業等），情
報通信業（コンテンツ産業・広告業等），運輸・郵
便業，卸・小売業（自動車販売業等），金融・保険
業，学術研究・専門・技術サービス業（翻訳業
等），宿泊・飲食業，教育・学習支援業（学習塾，
学習支援ソフト開発等），医療・福祉業，地方自治
体等である。AI を開発・利用している調査対象
組織は主に大企業，もしくはベンチャー企業であ
る（GPAI・FoW 日本チーム 2022, 2023, 2024；藤本
編著 2023；藤本 2023b）。なお，農業に関する事例
は，GPAI・FoW 日本チームでの調査とは別のプ
ロジェクトでの農業生産物における自動化技術と
して Z 大学によって開発された潅水制御 AI と
IoT システムの事例を用いる（藤本ほか 2021）。
図 1 に示すのは，この 41 組織の事例をもとに分
類した AI 利用目的である 1）。
　AI を導入している職場調査の目的別分類で示
した「労働力不足」「効率化」「社会的同型化」に
ついては，1 つのケースの中で 3 つの要素全てを
含むものも少なくないが，主要な理由で分類して
いる。1 つめの「労働力不足」の補完として利用
されているのは，「高齢化による労働力不足」の
職場（農業用，漁業用，畜産業用），重労働，低労
働条件により就業者の定着率が低い「低労働条
件」の職場（運輸業用，医療・福祉業用），「知識・
技能の後継者不足」の職場であった（建築業用）。
2 つめの「効率化」向上のために利用されている
のは，「労働力の省力化」（宿泊業用），低スキル
者を高スキル者のノウハウでカバーしたい「低ス

キル者の就業支援」（人事採用用，販売業用）の職
場，非正規雇用者による低コストで業務をさせた
い「低コスト化」目的の職場（金融業用），複雑
すぎる分析が求められ，ミスや作業時間の短縮な
ど「複雑な作業の改善」目的の職場，（専門的自
治体業務用，専門的物流用），医療・福祉専門職，
研究職，翻訳職等の「専門職のツール」として導
入している職場などがあった。3 つめの「社会的
同型化」で利用されていたのは「（国の補助金等の
制度による）制度的同型性」「バンドワゴン効果」
的な職場であった（自治体用，金融業用）。
　以下，「Ⅲ2　労働力不足の職場での AI 利用」
では高齢化による影響と考えられる事例として，

「Ⅲ2（1）　高齢化による労働力不足への代替技
術」で，農業・漁業，運輸業における利用例を示
す。「Ⅲ2（2）　低定着率による労働力不足への代
替技術」で，福祉業における就業者の高流動性に
よるノウハウの共有，重労働改善のための利用例
を示す。「Ⅲ2（3）高齢従事者の引退による技術
継承としてのデータ蓄積」で，建築業での利用例
を示す。そして，高齢化に伴う労働力不足は自動
化技術導入の必然性として大きな要因であるが，
自動化技術の導入は労働力不足の職場に留まらな
いため，「Ⅲ3　効率化」「Ⅲ4　社会的制度的同型
化」目的の職場におけるホワイトカラー職，専門
的業務従事者も含めた自動化技術導入の職場での

図 1　AI の開発・利用の目的別分類
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現象にも触れる。

２　労働力不足の職場でのAI 利用

（1）高齢化による労働力不足への代替技術
　農業は日本の就業者の半数が従事していた
1950 年頃から大きく構造が変化し，先述したよ
うに現在は数％に減少し，その従事者の 50％以
上が 65 歳以上の高齢者であるという典型的な高
齢化の影響を受けている産業である。コロナ禍の
折，日本は自給率の低さに大きな不安を抱いた
が，農業人口が増えることは難しく，農業従事者
の高齢化は進み，廃業する者も多い。そのような
中で減少する農家を支援するために，ある地域の
国立大学の小さな研究室で IoT 技術と AI を用い
た高糖度トマトを高い可販果率（95％）で生産で
きるシステムが開発された。研究室では低解像度
の草姿画像と，温度，湿度，明るさという比較的
収集が容易なデータを使用して，植物の茎径の変
化量を高精度に予測し，潅水制御を行う AI が開
発された。そして地元の企業がこの研究室との共
同栽培実験に協力したことによって，化学農薬を
使わずに，付加価値の高い良質のトマトを少人数
で生産できるしくみが構築された（藤本ほか 
2021）。
　また，養殖業では養殖魚管理支援システムで動
く魚を 1 匹ずつ計測する作業の難しさを魚体感知
システムで AI に学習させることにより，少しず
つ AI がチューニングされ，労働力を半分に減ら
すことが可能となった。ただし，実装化レベルま
でチューニングするには数年を要し，導入責任者
は多忙な現場での作業員を説得する作業に苦慮し
ていた。また，AI によって省力化できた労働力
は，元来，重労働で労働力が不足している業界で
あるため，他の労働力不足の職場に人員の再配置
ができて業務支援になっているという。畜産では
毎日の豚の健康管理のための就業者が不足してい
る中，モニターデータの AI 分析で現場をチェッ
クする負担の軽減につながっている企業の例があ
る（藤本編著 2023；藤本 2023b）。

（2）低定着率による労働力不足への代替技術
　運輸業では，AI のみならず，多様な自動化技

術を駆使して，労働力不足を補うためのシステム
が開発されている。ある運輸業の企業では，重労
働で若年労働者が集まりにくい業種であるため，
センサー技術による荷物の分類，タグ付け等の作
業を解析するプログラムを用いて，高速に荷物を
動かす設備を構築して，労働力の省力化を行い，
正確さ，速さを維持して運搬するシステムを組ん
でいる。労働力不足の現代，かつて労働集約型で
多くの人が行っていた作業場に，十分な労働者を
集めることは難しく，自動化技術を補完するため
の少ない労働者で作業を行えるようにシステムが
組まれていた。これにより，人々が無理なく就業
できるしくみを作ることができ，同社の転職率は
非常に低く，高い定着率を維持できているという

（2023 年 11 月，12 月調査）。
　医療・福祉業でも，先述したように労働力不
足，労働者の定着率の低下が深刻な問題となって
いる。その中で，いくつかの企業によって介護用
の AI システムが開発されている。介護職におい
て，心身ともに厳しい労働となるのが，頻繁な夜
勤ローテーションである。また，厳しい業務に見
合わない低賃金に労働力の定着率が低く，ノウハ
ウの蓄積されにくさという現場の悩みがあった。
介護職の作業には夜間に被介護者を危険に晒さな
いために夜間の徘徊防止のための監視業務や便失
禁のケア作業がある。夜間業務が自動化技術で軽
減されることは，介護職の徹夜作業を減らし，
ローテーションに入る人数を減らすこともでき
る。また，被介護者にとっても失敗する前にトイ
レを介助されることで人としての尊厳が保たれ
る。夜勤や厳しい作業が減少することは労働者の
定着率の増加も期待できる。これらのことから介
護用の AI システムを開発している企業は，被介
護者のプライバシーを保護するためにカメラを用
いず，センサーで温度，湿度，動きなどのデータ
を通信で送り，それを AI が分析し，介護職に異
変を通知するシステムを開発していた。ただし，
AI に学習させるためのデータ構築はセンサー情
報だけでは難しく，テスト段階から完全に社会実
装化されるまでには時間を要する状況である（藤
本編著 2023；藤本 2023b）。
　もう 1 つの福祉業の事例としてケアマネジャー
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が用いるためのケアプラン作成 AI を利用した職
場での変化について述べる。AI 試行経験者のケ
アマネジャーは自身のプランと AI の提案が類似
しているため，自分には必要はないが，ケアプラ
ンを作り慣れていない新人には AI が有効かもし
れないと述べている。あるケアマネジャーは，自
身の事業所のようにケアプランが妥当かどうかを
同僚に相談できる規模であれば，AI システムの
必然性は感じないが，個人事業所などの場合，ケ
アプランの妥当性について相談できる人がおら
ず，自身のプランに自信がない時，AI の提案は
もっとよいプランがないかを確認する上で効果的
かもしれないと述べている。開発企業もケアマネ
ジャーから聞き取りを行っており，正解がない医
療支援を孤独な決定で行わなければならない専門
職にとって，同僚がいない場合，心強い参考意見
を出してくれる AI が支援になると確信したとい
う（藤本編著 2023；藤本 2023b）。ただし，コスト
が高く，利用したい小規模の事業所ではシステム
の導入は難しく，使用料を支払える規模の事業所
には相談できる専門職が複数おり，導入の必要性
が低いというジレンマがあった。そして別のケア
マネジャーは，首都圏で開発された AI が，都市
には十分にあるような資源（福祉職数，施設，休
日の開所施設等）の情報を学習しても，郡部では
介護福祉士等の介護職が少ししか就労しておら
ず，また，週末に開所している施設もなく，多様
なサービス施設がないなどの資源の違いがあり，
適合しない提案をしてくると指摘する。このよう
に都市データの「過学習」による郡部での不適合
が起こっていることから，開発技術者の「社会に
対する想像力不足」という現象が見られた（藤本
編著 2023；藤本 2023b）。

（3 ）高齢従事者の引退による技術継承としての
データ蓄積

　伝統産業では後継者不足問題は長年の懸案事項
である（藤本編著 2023；藤本 2021）。たとえば，
酒造業では出稼ぎ杜氏も高齢化し，社員を杜氏の
後継者として育成し，酒造りを行っている酒蔵も
多い（藤本・河口 2010）。そのような中，酒造業界
では AI を利用した酒造りを試行している企業が

いくつかある 2）。AI に限らず，酒造業では杜氏の
高齢化に伴い，温度管理システムなどセンサー技
術を早期から導入している企業も多く，杜氏のカ
ンやコツのデジタルデータ化を行ってきた。しか
し，いまだ菌の発酵具合の見極めは非常に困難で
あり，毎年，ベテランの杜氏や部門のリーダーは
品質維持，向上に苦慮しており，職人のエートス
と自動化技術への期待という葛藤がある。
　また，先述したように，建設業でも労働者数の
減少が起こっている。土木工事は地層，山林，河
川，気象等々，建築技術だけでなく，自然現象と
の調整の中，高度な技術が求められる。大学院出
身者の技術者だけでなく，現場で多様に分業化さ
れた熟練職人のノウハウを統合し，危険情報を確
認し合いながら工事が進められている。建築現場
では危険を伴う作業も多いため，多様な要素を把
握して最適な判断ができる長年培われた職人技を
もっているベテランの存在が欠かせない。とりま
とめを行う大企業の技術者は，建築現場のような
過酷な労働環境は若年労働者から敬遠されがちで
あり，次世代への技術承継が非常に深刻な問題と
なっていると述べる。現在，建築現場ではベテラ
ン職人の知識や技能が引退によって消失しないよ
うに，嫌がる職人を説得してノウハウの AI デー
タ化を進めている。たとえば，ダム工事の現場で
ICT を利用した重機の自動運転システムの開発
やトンネルの切削工事に AI による土質の判断シ
ステムなどは修正しながら実装化が進められてい
る。土木作業には，他にも保全管理など高所や閉
所での不安定，かつ，リスクの高い業務もあり，
労働災害で人間へのリスクが高まる作業に関して
も自動化への期待が大きい。しかし，土質の状態
を読み取る暗黙知的な技能をもったベテラン職人
は AI で の 代 替 も 行 え な い と い う（ 藤 本 編 著 
2023；藤本 2023b）。小池和男は ME 化の技術革新
の折，製造職の作業工程が機械化・自動化され，
仕事が専門化・細分化するようになり，熟練工の
属人化されたカンやコツではなく，図面を読めた
り，新しい機器をオペレーションし，全体の中で
の自身の役割を理解するような「知的熟練」と呼
ばれる半熟練工が求められると述べた（小池 
2005）。そして新しい自動化技術が登場する度に
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新たな監視業務を覚える半熟練工が求められる。
しかし，自然環境の中で就業する現場におけるカ
ンとコツは建設現場で非常に重要なスキルとして，
大学院修了者の技術者でさえ，そこから学ぶこと
が多い。製造業では自動化技術をコントロールで
きる半熟練工が増加したが，工場ではない自然を
相手に建設を行う人々にとって，自動化技術では
代替できない多くの技能が残る作業なのである。
　その他，建築業では労働力不足対応だけでな
く，設計部門での技術者のための建築デザイン・
アプリケーションとして AI システムの開発，利
用がなされており，手間のかかる強度計算の変更
が AI の導入で瞬時にできるようになっている。
この AI についてはベテラン設計者が管理職にな
り，設計に従事しなくなる前に，若手技術者から
ノウハウの継承のためのデータ蓄積について要望
があり，ボトムアップで技術継承が求められた例
である（藤本編著 2023；藤本 2023b）。
　また，内部労働市場が発達している日本におい
て，ジョブローテーションの影響として，知識や
技能が属人化されたままであったり，記録に残さ
れても大量の文書に知識が埋没してしまい，利用
が難しいという例がある。たとえば，児童虐待に
対処する地方自治体の職員はジョブローテーショ
ンによってベテランのノウハウが蓄積されない悩
みを抱えていた。児童虐待は家族の権利やプライ
バシーに介入することが難しく，不幸な事態が起
こる前に児童の救助を行わなければならず，デリ
ケートな判断を求められる。その中でベテラン職
員の経験は新人職員の専門性向上に役立つが，ベ
テランの異動でそのノウハウが十分に継承，蓄積
されるのは困難であった。しかし，AI の導入に
よって過去の膨大な事例からの提案を受けること
ができ，経験の浅い職員は「ベテランの職員さん
が傍にいるようだ」と述べる（藤本編著 2023；藤
本 2023b）。

３　効率化のための自動化技術の導入

　高齢者が集中していない産業においても自動化
技術によるタスクの変化，働き方，職業の縮小が
予測される現象が見られる。自動化技術の導入は
仕事の代替，失業問題を単純労働者だけの問題に

留めない。たとえば，宿泊業における「労働力の
省力化」としてロボットでの代替事例があり，常
にバックヤードに従業員が待機して，ビデオカメ
ラを監視しており，顧客がオペレーションに困っ
た場合，対面でサポートしている。そのホテルは
フロントに常時，従業員を配置しないことで従業
員数を削減していた（藤本編著 2023；藤本 2023b）。
　また，低スキル者を高スキル者のノウハウでカ
バーするという「低スキル者の就業支援」の事例
として，人事採用のベテラン・コンサルタントが
20 年以上蓄積したノウハウを AI に学習させ，ア
プリケーションとして発売している企業がある。
大勢の面接を行わないといけない労働集約的な作
業を行っている人事部では，面接スキルの低い人
事担当者が不適合な人材を採用するのを減らし，
優秀な人材を採用しやすくしたいという要望が
あった。このシステムの導入は長時間にわたる面
接時間の短縮も期待されていた（2023 年度 8 月 
調査）。
　また，自動車販売業でも営業職の不足に対応
し，労働力の省力化への補助 AI システムが試行
されたが，郡部では若い世代でもコンピュータの
オペレーションに慣れていない従業員にとって AI
のオペレーションは容易ではなく，店長がパソコ
ンの使い方から指導する必要があった。また，い
くつかの営業所の営業職からはノウハウを単純化
したシステムに代替されることは働きがいを奪わ
れるという否定的な反応もあった（藤本編著 2023；
藤本 2023b）。
　女性の就業に関わる事例として，「低コスト化」
目的の企業では，AI を利用する前に書類の DX 化
が必要であるため，非正規雇用の女性従業員に
よって書類とスキャンデータの同一性を目視で検
証作業が行われていた。ただし，彼女らは DX 化
終了後，正規雇用化への移行予定はなく，契約が
終了するとのことであり，DX 化により臨時に増
えた仕事の調整弁に使われており，女性の従業上
の地位改善に変化は見られなかった。
　その他，複雑すぎる分析が求められ，ミスや作
業時間の短縮など「複雑な作業の改善」目的の組
織では地方自治体と大企業での事例がある。複雑
で多様な要素を考慮して入所順位を確定しなけれ
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ばならない保育所入所管理担当の地方自治体職員
の繁忙期の支援として AI が利用されているケー
スがある。地方自治体で保育園の入所資格優先順
位を決定する方法は，不公平がないよう，これま
で多くの要素や利用者の社会的属性などから複雑
な変数の計算が求められ，非常に長時間を要し，
チェックが入念に行われてきた。毎年，年度末に
向けて自治体職員は膨大な時間をかけ深夜まで働
くことを余儀なくされていた。そのため AI での
解析により，スムーズな優先順位を導き出すこと
ができ，職員の業務が軽減されていた（藤本編著 
2023；藤本 2023b）。
　また，他にも多様な製品の検証，品質管理作業
にも AI が使われている。製造業，卸売業では小
売店の在庫の買い取り，供給不足の罰金など複雑
な制度があるため，常に変動する社会的な要因を
需要予測に取り込む必要があるため，高度な計算
や多様な社会的要因に気づき，分析することが求
められてきた。ある酒造業の物流部門の事例で
は，この需要予測に AI を導入することで，過去
のデータや社会情勢の状態から予測された AI の
提案は社員の長時間労働を軽減し，企業の利益に
もつながりやすくなったという（2023 年 9 月調査）。
そのほか，経済産業省による AI ガイドブックの
ラインアップには，製造業，小売業，建設業に関
わるような「需要予測」「外観検査」（部品，良品
のみ）（部品，不良品あり），「予知保全」「加工図
面の自動見積り」などの導入例とモデル企業が示
されている（経済産業省 2024）。
　そして，AI の議論は弱い立場の労働者に注目
されがちであるが，保険会社では一般の消費者が
企業を欺き，保険金の不正受給を行うケースが後
を絶たないため，不正受給の発見に AI を利用し
て作業時間を軽減させようとしている（2023 年 
10 月調査）。他にも労使関係の議論だけでなく，
経営者が顧客情報の集約に防犯カメラを利用して
顧客の社会的属性を分析する AI を利用し，効率
よくサービスを提供できるようなシステムを用い
ているケースもある。ただし，このカメラ情報利
用に関する倫理的な議論は非常に乏しい状況で
あった（藤本編著 2023；藤本 2023b）。
　さらに，AI による仕事の代替，補完は単純労

働，労働力不足の職場だけでなく，専門職による
複雑な作業での代替，仕事の補完が行われてい
た。たとえば，翻訳 AI やデジタル・クローン

（マーケティング調査を行う上で，AI がウェブでの
人々の嗜好を読み取り，人間に代わってアンケート
に答えるシステム）などの SaaS 系の組み込み AI
の開発や生成系 AI の利用例も事例にある。翻訳
AI，文字起こし AI，生成 AI などは十分ではな
い AI の提案に対して修正の必要性が承知されて
いる試行段階のものも含めると，すでに社会実装
化されているものも多い。翻訳のスキルは主に大
卒以上の女性が専門的な訓練を受けて行われるよ
うな専門的職業従事者に分類される仕事である
が，AI での翻訳で済ます人々の増加により，翻
訳を発注する顧客が減少していることが予測され
る。翻訳用 AI を開発している企業の事例では，
高レベル者のノウハウを学習した AI から，ある
程度，妥当な翻訳文を作成できるシステムを提供
していた（藤本編著 2023；藤本 2023b）。
　また，医療関係では，研究医が用いる画像デー
タを用いた臓器のシミュレーション等にエンジニ
アリングの知識がなくても用いることができる AI
が導入されており，他にも臨床医やレントゲン技
師が画像データから診断する際に目視では困難な
病変などの発見に AI が利用されていた（藤本編
著 2023；藤本 2023b）。医療専門職の過重労働と誤
診，見落としによる医療問題に対し，AI による
補助，支援への期待は大きく，専門的で複雑な作
業にも積極的に利用している職場があり，医師，
技師の働き方に変化がもたらされることが予想さ
れる。

４　AI 利用における社会的制度的同型化

　2022 年以降，世界中で生成系 AI の利用に注目
が集まり，多くの人々がその試行に追従した（日
本経済新聞社 2022, 2023, 2024）。先述したように日
本政府は AI の普及に注力しており，各自治体へ
の AI 利用に関する補助金を出している。政府が
推奨している制度については強制ではないが，緩
い強制的同型化，あるいは成功モデルを模倣した
いという模倣的同型化が起こっている。政府の政
策で AI 利用の成功モデルの先進的な都市として
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他自治体から注目されているのが横須賀市である
（横須賀市 2023）。そのほか，自組織に AI がどの
ように有効かを試行している地方自治体も少なく
ない（2023 年 10 月，11 月調査）。また，企業も時
流に遅れまいと試行的に生成系 AI 利用で議事録
作成など行っているバンドワゴン効果的な所が増
えつつある（人工知能学会セミナー 2023）。

Ⅳ　議論と結論

　本稿では高齢化に伴う労働力不足による自動化
技術の利用例として，重労働と高齢化の職場とし
て農業，漁業，運輸業を示し，重労働と低定着率
の職場として福祉業を示した。また，職人のリタ
イヤによる後継者不足による知識や技能の消失防
止のために AI へのデータ蓄積が使われていた建
築業の職場について述べた。職場における知識や
技能は，内部労働市場におけるジョブローテー
ションにより，ノウハウが属人化したまま継承さ
れなかったり，文書化されていても埋没して気づ
かれないままであったりという事実上の死蔵化問
題が AI によって解消される例もあった。また，
日本が超高齢社会へ向かう中，急がれる福祉現場
の就労環境の改善であるが，介護職の夜間業務を
軽減する AI，センサー技術への期待は大きかっ
た。ただし，チューニングの大変さ，現場の働き
がいの喪失，首都圏周辺をモデルとした AI によ
る「過学習」が，過疎地域に適合しておらず，開
発者への社会に対する想像力の教育が必要な状況
もある。
　自動化技術による単純労働の機械化は人々から
仕事を奪うことが危惧されてきた。しかし，日本
の場合，深刻な労働力不足であり，失業率も低
く，求人倍率は 1.0 を超え続けている。現在，正
規雇用されている人々は，日本の場合，制度上，
AI が導入されても解雇されることは少なく，他
の業務に再配置されることが多い。アメリカのよ
うに経営の合理化で解雇を行いやすい制度の国に
おける議論は日本には当てはまらないことも多く

（藤本 2021），むしろ，産業の縮小を止める役割を
果たしている例が見られた。
　専門職での利用でも，医療画像のデジタルデー

タの解析等，研究医，臨床医，レントゲン技師な
どが用いるデータの解析にも AI が用いられてお
り，高度専門職の業務の代替，労働力の省力化に
利用されている（藤本 2023b）。これは，医療現場
では恒常的な長時間労働，過重労働軽減のツール
として，AI や自動化技術による補助により，見
落とし予防や診断ミス防止につなげようとしてい
る（藤本 2023b）。男性医師の過労死，過重労働や
ミスに対するサンクションが深刻な現場には，単
純労働者だけでなく高度専門職の職場でも AI に
よる支援への期待は大きい。
　他方で労働力不足に陥っていない金融業で，
AI を利用するために新たに増えた一定期間で終
了するであろう DX 化のための作業を非正規雇
用の女性たちが負っており，彼女らは DX 化が
完了した時点で再雇用される予定がないという。
いまだ，非正規雇用の女性たちが雇用の調整弁と
して使われていることがうかがえる。また，採用
の AI 利用による組織の均質化への懸念や AI 利
用における学歴差の問題もある。
　AI に代替される職能の特徴として，これまで
自動化の技術革新で問題視されてきた低スキル労
働者の仕事だけでなく，翻訳家，文字起こし作業
者などの専門的なスキルが必要な職能にまで影響
が及んでいる。それは現時点では，女性職から影
響が出始めている。そして，経済的効率目的の
AI 利用では，ホワイトカラー職の省力化でも用
いられていた。アプリケーション開発職のための
デジタル・クローン技術，SaaS は，翻訳者や速
記者のような高度な技術を必要とする専門職の仕
事を代替するものである。社会調査にも AI を利
用した方法論が提案されているが（社会調査協会 
2023），社会調査の意義より経済効率を求める
人々が社会調査を実際に行わずに，デジタル・ク
ローンによる分析結果を社会の傾向把握と理解す
る可能性がある。
　以上のことから，AI や自動化技術の導入によ
る現象は，以下の 3 つの点について今後も観察が
必要だろう。1 つめは，この他にも過重労働，技
術継承の必要性に迫られた就業環境での AI や自
動化技術の支援可能性を観察すること。2 つめ
は，AI や自動化技術による仕事の代替で直接的
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に雇止めなどによって職を追われるという現象
は，正規雇用の人には起こっておらず，非正規雇
用の人々に起こる可能性がある。それは高レベル
技術者と単純労働を行う人々の二極化というモデ
ルでは十分ではなく，事務職，準専門職，専門職
においても，正規雇用と非正規雇用の二極化が大
きくなる可能性がある（非正規雇用，契約社員の契
約でワークライフバランスを維持してきた女性への
影響が大きいと予想される）。3 つめは，労働力減
少への自動化技術の影響は，かつては工場労働に
誕生した「知的熟練工」という半熟練工（小池 
2005）への需要が議論されたが，今後は，AI の
結果のモニター，オペレーションを行う「半熟練
ホワイトカラー職」，たとえば，AI をうまく使い
こなせるプロンプトエンジニアの増加が観察され
るだろう 3）。言い換えると，自動化技術への代替
に高コストがかかる身体的労作と非常に専門化さ
れた知識・技能をもった高度専門職以外の中間的
職業がその影響を受けると予想される。
　そして，AI 利用に関して，日本は労働者不足
という深刻な事態の前に，利便性，経済的効率性
重視の情報があまりにも多く，社会倫理に関する
問題や労働者の働きがいなど，人々の雇用への影
響，職場での働き方の変化などに関する調査や議
論が少ない。よりいっそう，ミクロレベルでの観
察から経済的効率性偏重による問題に取り組むべ
きだろう。

 1）2023 年度調査についての事例は本稿が初出であり，概要を
述べるに留め，詳細は別稿に譲る。

 2）ただし，産業新聞等には情報が出ていてもインタビューが
受け入れられなかった酒蔵もある。その中でわれわれの調査で
1 社の酒蔵と 1 社の醸造機器開発メーカーに AI 利用について
尋ねている。酒蔵では現在造っている工程を代替するために
AI を利用するのではなく，さらに上質の酒を造る試みとして
AI を利用しているという。また，醸造機器メーカーは，日本
酒造りの並行副発酵という難しい作業である醪造りに，多くの
ユーザーである蔵元の酒造りのコツを学習させ，安定させるの
が単発酵の酒類と比べて非常に困難である酒造りを造りやすく
することを目指している（2023 年 11 月調査）。

 3）ただし，これは短期間で AI が速習し，よいキーワードを提
案してくれるようになることも予想され，短期間で消失する職
業になる可能性もある。
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